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広告業の売上高推移

広告業の売上高推移をみると、平成19年度まで概ね増加傾向にあったが、平成20年秋に発生したリーマンショックに
よる景気後退を受け、平成20年度の売上高は対前年度比で9.8%低下、平成21年度は対前年度比で12.5%低下してい
る。
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【広告業の内訳】
４媒体広告（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ）、屋外広告、交通広告、折込み・ダイレクトメール、
海外広告、SP・PR・催事企画、インターネット広告、その他

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

（資料）経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」より作成

H20年9月リーマンショック

参考資料1
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市バスの料金制度

［料金制度］

参考資料2

平成７年3月1日以降、改定なし
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交通系ICカード全国相互利用

２０１３年３月２３日（土）より、交通系ＩＣカードの全国相互利用サービス（交通、電子マネー）を開始。
交通系ＩＣカードのいずれか１枚を持つことで、

・ 全てのエリアで、本サービスに対応した鉄道及びバスが利用可能。（下図参照）

【利用可能となる交通事業者数】 鉄道：52事業者、バス： 96事業者 合計：142事業者（6事業者は重複、2013年3月23日時点）
・ 各交通系ＩＣカード加盟店（2012年12月1日現在、約198,750店舗）で、電子マネーによるショッピングが利用可能。（「ＰｉＴａＰａ」を除く。）

参考資料3
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平成23年度路線別収支
参考資料4
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資産の活用状況

旧線路用地

位置図

※赤部分が旧線路用地：貸付土地面積 11,732㎡

JFE折返し所
＜自販機＞1台

井田営業所
＜自販機＞2台

菅生営業所
＜自販機＞1台

西菅団地折返し所
＜自販機＞1台

新ゆりグリーンタウン折返し所
＜駐車場＞乗用車16台
＜自販機＞1台

上平間営業所
＜駐車場＞乗用車10台
＜自販機＞6台

塩浜営業所
＜自販機＞3台

参考資料5
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ステージアップ・プランにおける管理の受委託の拡大について

［川崎市交通局営業所管理委託に係る評価委員会の設置］

設置目的

平成２１年度から平成２５年度までを計画期間とする経営健全化計画「川崎市バス事業ステージアップ・プラン」に基づき、市民やお客様など外部の視
点から、営業所の管理の受委託業務におけるお客様サービスや安全運行、費用対効果等について評価、検証を行い、市バスサービスの水準を維持す
るため、平成２１年８月に設置

委 員

市民やお客様など外部の視点から、営業所の管理の受委託業務におけるお客様サービスや安全運行、費用対効果等について
評価、検証を行い、市バスサービスの水準を維持するため、川崎市交通局営業所管理委託に係る評価委員会を平成２１年８月
に設置した。評価委員会は、営業所施設の視察や添乗調査の実施、客観的な資料に基づく協議などにより交通局の実施する営
業所管理委託を「安全運行」や「サービス水準の確保・向上」、「経済性」の視点から評価した。

＜対象事業者＞

上平間営業所（受託事業者：川崎鶴見臨港バス株式会社）
菅生営業所（受託事業者：株式会社相模神奈交バス） ※H23.4.1～

＜対象期間＞

前年度１年間

評価対象

分 類 項 目

安 全 運 行

安 全 性

運転技術

整備管理業務の実施状況

運行管理業務の実施状況

安 全 管 理 体 制 事故発生時･緊急時の体制

教 育 ・ 研 修 教育及び研修の実施状況

サービス水準
の確保・向上

サービス水準の確保 サービス提供状況

サービス水準向上
のための取組

サービス水準向上のための
取組

経 済 性
財 政 効 果

経営改善の状況

環境への配慮

経 営 の 安 定 性 経営指標の変化

評価項目

評価方法

各種データや資料に基づく検証

委員会による実地調査
委員会による意見交換と合議

学識経験者 ４名

利用者代表 ６名

参考資料6
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菅生営業所の管理の受委託

［菅生営業所の設置と管理の受委託の実施］

＜北部地域における輸送需要の増加＞

○都市計画道路向ヶ丘遊園駅菅生線の整備に伴う

運行系統（溝口駅南口～向丘遊園駅東口）の試験運行

（平成22年7月31日～）

○ 藤子・F・不二雄ミュージアムへのアクセスのため

新規バス路線を設置 （平成23年9月3日～）

＜鷲ヶ峰営業所の耐震補強工事に伴う

車庫スペースの減少＞
○車庫が市営鷲ヶ峰住宅の地下にあるため、

建物の耐震補強工事により耐震壁等が設置され、

車庫スペースが減少 （平成23年度～）

［駐車可能台数］
９０両 (工事前) → ８５両 (工事後)

△５両減少

菅生営業所を設置し車庫スペースを確保

＜上平間営業所管理委託の評価 （平成20年度分）＞

○ 「安全運行」「サービス水準の確保・向上」「経済性」の観点から検証し
た結果、概ね適正に運営されている

民間委託方式による管理の受委託

○運行コストの削減

○迅速なダイヤ改正などバス需要への柔軟な対応

○運行管理等におけるバス事業者としての経営ノウハウの活用

［検討の視点］

① 運行コストの削減

②サービス水準の維持・向上

③事業者間の競争性・相互牽制の確保

④市施策との連携確保

⑤安定的なバス運行の確保

⑥今後のバス需要への的確な対応

⑦効率的なバスネットワークの構築

［委託手法］

○ 民間委託方式

（上平間営業所と同じ手法）

○ 新たな手法

（例：横浜市等の子会社方式）

＜委託手法の検討の視点＞

北部地域における輸送需要が増加する中、鷲ヶ峰営業所の耐震補強工事によって車庫スペースが減少し駐車できな
い車両が発生することから、今後のバス運行を確保するため、新たに菅生営業所を設置し、その管理を民間バス事業者
へ委託することとした。

ステージアップ・プランにおける管理の受委託の拡大について

菅生営業所の設置



9

本市の事業負担の考え方

一般会計繰入金について

市バスが公営バス事業としての意義・役割を果たすために繰り入れる一般会計繰入金について、市の事業負担の考え

方を次のとおり整理している。

（１）繰出基準に基づく繰入金 （基準内）

「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づく繰入金

参考資料7

共済追加費用補助金

こども手当補助金

ノンステップバス補助金

低公害バス購入費補助金 など

（２）本市との経費負担区分に基づく繰入金 （基準外）

公共施設に接続する路線の維持や福祉・環境対策などの行政施策への協力・連携等、公営バス事業の意義・役割
に基づく繰入金

行政路線補助金

公共施設接続路線負担金 など

※地方公営企業法（昭和27年8月1日法律 第292号）第１７条の２、第１７条の３に基づき一般会計または他の特別会計から繰り出される金銭的給付
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H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 内 容

収益的収支

基
準
内

共済追加費用補助金 124,302 126,930 116,614 107,097 114,752 132,242 112,533 共済追加費用の負担額に対する一般会計の負担金

児童手当補助金
（H18年度まで児童手当特例給付金） 11,010 16,160 17,478 16,306 15,414 2,716 －

①0歳以上3歳未満の児童を対象とする給付に要する額の10
分の3に対する一般会計の負担金
②児童手当のうち3歳以上小学校6学年終了までの児童を対
象とする特例給付分に対する一般会計の負担金
※H17年度及びH18年度は②のみ対象

こども手当補助金 － － － － － 44,153 45,461
子ども手当のうち、3歳に満たない児童を対象とする給付に要
する額から児童1人当たり7千円を除いた額に対する一般会計
の負担金

計 135,312 143,090 134,092 123,403 130,166 179,111 157,994

基
準
外

行政路線等に対する補助金 1,159,395 1,173,694 1,173,694 1,173,694 1,040,611 1,040,611 1,040,611

Ｈ18年度から
①行政路線補助金
地域の交通手段を確保するために運行している路線の運行に
係る経費 713,788千円
②公共施設接続路線負担金
公共施設に接続するために、分岐・延伸している路線の運行
に係る経費 459,906千円

経営安定化補助金 407,000 366,000 329,000 － － － －
敬老パス制度の変更により収支不足額の一部を補填するため
の補助金

償却費補助金 58,000 58,000 － － － － － 車両減価償却費に対する補助金

計 1,624,395 1,597,694 1,502,694 1,173,694 1,040,611 1,040,611 1,040,611

合計 1,759,707 1,740,784 1,636,786 1,297,097 1,170,777 1,219,722 1,198,605

資本的収支

基
準
内

ノンステップバス補助金 96,780 58,400 81,009 119,698 134,001 105,219 9,450 バリアフリー化を促進するため、リフト付き又は超低床型車両
と一般車両との増嵩経費を国と市で補助

低公害バス購入費補助金 21,400 21,840 26,712 4,011 10,080 12,696 22,442 環境対策を推進するため、低公害型車両と一般車両との増嵩
経費を国と市で補助

基
準
外

運行情報提供システム導入費補助金 － 18,321 12,607 － － － － システムの導入に対する国と市の協調補助

ＩＣカード乗車券導入事業費補助金 － 39,375 － 210 － － － システムの導入に対する国と市の協調補助

合計 118,180 137,936 120,328 123,919 144,081 117,915 31,892

総合計 1,877,887 1,878,720 1,757,114 1,421,016 1,314,858 1,337,637 1,230,497

［一般会計繰入金の推移］

［単位/千円（税抜）］

本市の事業負担の考え方

繰出基準に基づく繰入金（基準内）
本市との経費負担区分に基づく繰入金（基準外）
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参考資料8
地方公営企業会計制度の見直しについて
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地方公営企業会計制度の見直しについて

※解消可能資金不足額控除は「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」のみ
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川崎 東京 横浜 仙台 名古屋 京都 大阪 神戸 近隣民間
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運転手（正規職員）１人当たり年間平均給与 （平成23年度）

※資料）平成２３年度乗合バス要素別原価報告書から作成

年間平均給与比較

期末平均年齢 47.8歳 46.6歳 46.8歳 51.9歳 41.7歳 42.6歳 49.8歳 49.8歳 47.6歳

（単位：万円）

川崎 Ａ都市 Ｂ都市 Ｃ都市 Ｄ都市 Ｅ都市 Ｆ都市 Ｇ都市
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参考資料9
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※資料）平成２３年度乗合バス要素別原価報告書から作成

※貸切バス事業は除く

生産性指標の比較

（単位：円）
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近隣民間
3社平均
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近隣民間
3社平均

※資料）平成２３年度乗合バス要素別原価報告書から作成

※貸切バス事業は除く

生産性指標の比較
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川崎 仙台 東京 横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 近 民間

３社平均

実働１日１車当たり乗車人員 （平成23年度）
（単位：人）

川崎 Ａ都市 Ｂ都市 Ｃ都市 Ｄ都市 Ｅ都市 Ｆ都市 Ｇ都市
近隣民間
3社平均

※資料）平成２３年度乗合バス要素別原価報告書から作成

※貸切バス事業は除く

生産性指標の比較
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川崎 仙台 東京 横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 近 民間

３社平均

実働１日１車当たり実車走行キロ （平成23年度）
（単位：Km）

生産性指標の比較

川崎 Ａ都市 Ｂ都市 Ｃ都市 Ｄ都市 Ｅ都市 Ｆ都市 Ｇ都市
近隣民間
3社平均

※資料）平成２３年度乗合バス要素別原価報告書から作成

※貸切バス事業は除く


